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1. 背景と目的 

 我が国は、地震多発地域であることから、耐震診断、耐震改修などの木造住宅の耐震化事業が注目されてい

る。また、過去の地震による被害を基に、建築基準法が改正されており、耐震設計法もその都度、見直されて

きた。さらに現状として、統一された木造住宅の耐震化率の推計方法がない。そこで、本研究では、S56 の新

耐震設計基準を満たすことを表す耐震化率と、H12の耐震基準を満たすことを表す木造H12 耐震化率について、

統計資料を用いた推計方法を開発し、都道府県ごとの推計結果より、精度について分析する。 

2. 耐震化率の推計方法 

 耐震性を有する木造住宅戸数を求める方法として、統計資料、実測値資料を用いる方法がある。本研究では、

長岡市の参考資料iを基に、推計方法を開発した。使用したデータとして、全国的に入手可能な住宅・土地統計

調査を用いた。なお、木造 H12 耐震化率については、以下の式より、S56 を H12 と置き換えることで推計でき

る。また、耐震性があると答えた割合を耐震性能保有回答率とする。 

(1)築年不明分の推計 

 住宅・土地統計調査は、築年不明を含むため、その戸数を築年時期の明らかな木造住宅戸数の構成比を用い

て按分する。 

 按分戸数(S56.5 以前)＝(木造住宅戸数(S56.5 以前)／木造住宅総戸数) 

(2) 耐震性の有無の判別 

 木造住宅(S56.6 以降)においては、新耐震設計基準を満たしているため、【耐震性あり】と判断する。 

 木造住宅(S56.5 以前)においては、木造住宅数に耐震性能保有回答率を乗じた分を耐震性ありと判断する。 

(3) 耐震化率の推計 

耐震化率＝(木造住宅戸数(S56.6 以降)+木造住宅戸数(S56.5 以前)×耐震性能保有回答率)／木造住宅総戸数 

3. 耐震化率の推計結果 

 各都道府県における耐震化率、木造H12耐震化率の推計を行った結果、大規模地震の発生が危惧されている、

徳島県、高知県、和歌山県、静岡県、三重県の

数値が低い。（図―1） 

また、3 大都市平均と地方平均を比較すると、

前者が 76%、後者が 78%となった。RC を含む

住宅の耐震化率は、都市部が高い。しかし、木

造住宅に限れば、木密地域が多い都市部に、耐

震化のとれていない木造住宅が多い。 

さらに、耐震化率と木造 H12 耐震化率を比

較した結果、大規模地震の発生が危惧されてい

る、高知県、徳島県で、差が大きくなった。一

方、青森県、島根県は、両方の値が高いため、

次の章では、高い耐震化率が示される要因を分

析する。 

 

図― 1 耐震化率と木造 H12 耐震化率の推計結果 



4. 耐震化率推計における精度の検討 

 耐震化率の推計式からみると、耐震化率の値は、木造住宅

戸数(S56.6 以降)が多いと高くなり、耐震性能保有回答率が高

いと高くなるといえる。この 2 つの観点から分析する。 

(1) S56.6 以降の木造住宅の割合 

相関分析を行った結果、R²＝0.1073 となり、相関性が低いと

いえる。 

(2) 耐震性能保有回答率 

耐震性能保有回答率との関係 

性は、近似曲線における決定係数は R²＝0.774、相関性が

高かった。（図―2） 

木造住宅(S56.6 以降)は耐震設計基準を満たすため、建築時期そのものによる耐震化率の値の変動は、信頼性

が高いと考えられる。 

一方、国土交通省がアンケート調査iiを実施した結果、耐震化を行わない理由として、「耐震診断はしていな

いが、耐震性があると思っている」「地震は起こらないと思っている」が多いことが判明している。このことか

ら、住宅・土地統計調査において、耐震性があるという思い込みにより、簡易な耐震基準を基準に、耐震性が

見込まれていると回答している可能性がある。つまり、統計資料を用いた耐震化率の推計では、耐震性能保有

回答率による影響が大きいといえる。 

5. まとめ 

住宅・土地統計調査を用いた耐震化率の推計には、回答に

よる影響が大きいことが明らかになった。このことから、住

宅・土地統計調査から耐震化率を推計する際には、1 つの値で

はなく、○～○％のように幅で表すことが適切であると考え

られる。ここで、耐震性能保有回答率がすべて正確であると

するときを耐震化率の最大値となり、耐震改修を実際に行っ

たという実績で推計できる耐震化率が最小値となる。 

例として、徳島県における耐震化率の最小値の推計結果は

63％となることから、63～69％と表すことができる。（表―1）

徳島県は実測値に基づいて算出した耐震化率が公開iiiされて

おり、その耐震化率は 68.7％であり、この値は 63～69％の幅

の範囲内にある。耐震性能保有回答率に対し、信頼性が低い

ため、この方法で推計された最小値も参考に今後の耐震化事

業を進めていく必要があるといえる。 
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